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昨年から一転、今年の労働災害が急増しています 

～竜巻関係を含めて関係団体に労働災害防止に向けた要請を実施～ 

＜第８５回 全国安全週間の実施について＞ 

 

［要旨］ 

 栃木県における労働災害が今年に入って、急増（平成２４年４月末現在、

昨年同期比１４．２％増）しています。 

 昨年は東日本大震災及びその後の計画停電等により生産活動の停滞が

あった反面、今年は生産活動が回復してきたことや、依然として震災の被

害による瓦屋根工事等の復旧工事が行われていることが要因と思われま

す。 

 また、今年はこれらの要因に加え、竜巻の被害による復旧工事の本格化

に伴い、労働災害の増加が懸念されます。 

 このため、栃木労働局（局長 藤井 敏行）は、事業場に対する労働安

全衛生関係法令の遵守の徹底を図るとともに、震災と竜巻の被害による復

旧工事での労働災害防止を含め、関係団体に全国安全週間準備月間中に傘

下の会員事業場に対して安全点検実施の要請を行う等、労働災害防止に向

けて取り組んで参ります。 

     

１ 昨年（平成２３年）の労働災害発生状況 

（１） 死亡災害の発生状況 

 平成２３年の栃木県における労働災害による死亡者数は、東日本大震災を直

接原因とする災害を除いて、全産業で１５人と前年より１１人の減少となりま

した。 

 業種別にみると、建設業８人、製造業２人、道路貨物運送業２人、その他の

 



事業３人となっており、建設業が全体の半数を占めています。 

 事故の型別では、「墜落・転落」が９件、「転倒」、「交通事故」が２件、「飛

来・落下」、「切れ・こすれ」１件となっています。 

 

（２)  休業４日以上の死傷災害発生状況 

 平成２３年の栃木県における休業４日以上の死傷災害は、１，７１５件と、

前年より１９件減少、率で１．１％減少し、過去最少となりました。 

 業種別にみると、製造業、建設業、林業等で増加し、道路貨物運送業、その

他の事業等で減少しています。 

 このうち、製造業の中では、食料品製造業、窯業土石製品製造業が前年より

減少したものの、金属製品製造業、機械器具製造業等で増加し、製造業全体で

６．６％の増加となっています。 

 また、建設業では、東日本大震災により損壊した建物の復旧工事等により建

築工事業が大幅に増加しています。 

  

２ 今年（平成２４年１月～４月）の労働災害発生状況 

 今年４月末日現在の栃木県における全産業の死亡者数は４人で昨年同期の８

人と比較して４人減と減少していますが、一方で、休業４日以上の死傷災害は、

４９２件で昨年同期の４３１件と比較して６１件増加し、率で１４．２％増と死

傷災害が大幅に増加しています。 

 業種別にみると、特に、製造業（２５．２％増）、建設業（８．８％増）、道路

貨物運送業・陸上貨物取扱業（５１．４％増）で増加しています。 

  

３ 栃木労働局の取組 

昨年の東日本大震災及びその後の計画停電等により生産活動の停滞があ

った反面、今年は生産活動が回復してきたことや、依然として震災の被害

による瓦屋根工事等の復旧工事が行われていることに加え、今年は除染、

また、竜巻の被害による復旧工事の本格化に伴い、労働災害の増加が懸念

されます。 

このため、労働安全衛生法令の遵守の徹底を図ることはもとより、第１１次労

働災害防止計画に基づき、墜落・転落災害の防止対策や機械設備等に係る労働災

害防止対策の徹底、職場の危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の

普及促進等を図ることとしています。 

また、労働災害防止向けて震災と竜巻の被害による瓦屋根等の復旧工事を

主に施工している「栃木県瓦工事業組合連合会」を含めて関係団体に安全

点検実施等の要請を行うとともに、県内労働基準監督署（７署）に対し、

労働災害防止対策の強化を指示しました。 

 

 



４ 第８５回 全国安全週間の実施について 

 産業界における自主的な労働災害防止活動を推進するとともに、広く一般の安

全表彰の高揚と安全活動の定着を図ることを目的に、全国安全週間が７月１日～

７日まで全国一斉に展開されます。本年で８５回を迎えますが、全国的には労働

災害による死傷災害が平成２２年、２３年と２年連続で増加しており、昭和５３

年以来、３３年ぶりの事態となっており、こうしたことから、労働災害を防止す

るためには、安全衛生の担当者や労働者による現場の確認、機械設備の安全基準

や作業手順などの基本的なルールを守るという、原点に立ち返ることが必要であ

り、そのことによって労働者の安全を確保し、労働災害を目指そうという観点か

ら、 

         「ルールを守る安全職場 みんなで目指すゼロ災害」 

をスローガンとして実施されます。 

 

 ※全国安全週間 

   準備月間６月１日～６月３０日、本週間７月１日～７月７日 

 

５ 添付資料 

 県内の労働災害発生状況 

 （１）昨年（平成２３年）の労働災害発生状況・・・・・・・・・資料１ 

 （２）今年（平成２４年１月～４月）の労働災害発生状況・・・・・資料２ 

  

  

 

 



資料１

　 （前年との比較）
平成２３年 確定値

２２年 ２３年 増減数 増減率 比率
26 15 -11

1734 1715 -19
5 2 -3

498 531 33
 

131 109 -22
 

10 9 -1
 

製 29 27 -2
 

11 13 2
 

48 64 16
1 -1
31 24 -7
1 2 1
82 91 9

 
29 38 9

 
12 26 14

業 1 -1
45 55 10

 
4 4

2 -2
70 71 1

 
7 11 4
9 8 -1

244 262 18
　 2 1 -1
建 53 50 -3

4 6 2
136 168 32

2 -2
44 58 14

業 3 1 -2
55 44 -11
1 -1
15 10 -5
2 2 ±0

246 181 -65
 

18 23 5
9 3 -6

706 695 -11
 

2 2
上段　:  速報による死亡災害で内数
下段　:　労働者死傷病報告による休業４日以上の災害

昨年（平成23年）の労働災害発生状況

1　業種別労働災害発生状況 ２　増加した主な業種の増減グラフ
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資料２

（前年同時期との比較）

平成２４年４月末日現在

２３年 ２４年 増減数 増減率 比率
8 4 -4 100.0

431 492 61
1 1 ±0

135 169 34
0 0  7.9
28 39 11
0 0  
1 5 4
0 0  3.0

製 12 15 3
0 0  
2 1 -1
0 0  4.1
18 20 2
0 0  
4 5 1
1 0 -1 6.1
25 30 5
0 0  
7 10 3
0 0  0.6
5 3 -2

業 0 0
14 17 3
0 0  0.0
1 0 -1
0 1 1
18 24 6
0 0  0.4
3 2 -1
2 2 ±0
68 74 6

　 0 1 1 4.1
建 24 20 -4

2 1 -1
37 41 4
0 0  2.2
7 11 4

業 0 0
7 13 6
0 0  0.6
4 3 -1
1 0 -1
37 56 19

林
業

0 0  
40.0

5 7 2
4 1 -3

178 181 3
0 0  
1 0 -1

上段　:  速報による死亡災害で内数
下段　:　労働者死傷病報告による休業４日以上の災害
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２　増加した主な業種の増減グラフ

今年（平成24年）の労働災害発生状況
１　業種別労働災害発生状況
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